












Impacts of Corporate Income Tax
on Income Distribution and Welfare
A Simple Applied General Equilibrium Model
上　村　敏　之 　
There is no conclusion as to who pays corporate income tax, which
has an impact on real policies. For example, it is the background behind
the proposal to raise corporate tax. Although corporate income tax
applies to corporate enterprises, it a®ects policy in that it considers the
income distribution in terms of which income levels it will a®ect at the
household level. This study analyzes the impacts of corporate income
tax on the income distribution and economic welfare of households
using a simple applied general equilibrium model. The corporate income
tax reduces the interest rate, which is the return on capital, and
a®ects the household income distribution. In particular, the income of
households with more capital decreases. Households' economic welfare
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する。3節では、本稿のモデル構築で参考にした Shoven and Whalley（1984,



















































5) Fullerton and Heutel（2010）や Rausch and Schwarz（2016）は、複数家計が存在する
静学的な一般均衡モデルを構築し、法人所得税ではないものの、環境税が所得分配に与える影響
について分析をしている。また、Bhattarai, Houghton, Head and Tuerck（2016）は、動
学的な一般均衡モデルを用いて、法人所得税の減税が経済に及ぼす影響について分析している。
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本稿で用いるのは、Shoven and Whalley（1972, 1984, 1992）によって展
開された、家計、企業、政府の存在する 2部門閉鎖経済を表現する応用一般均
衡モデル（Applied General Equilibrium Model）である。以下、家計、企業、
政府、市場均衡、シミュレーション分析の順でモデルを展開する。
















qjxi;j = wLi + rKi ¡ Ti +Bi = Yi (2)
ここで、iは家計の添え字、j は財の添え字で、それぞれの最大数は I と J で
ある。また、xは財 j の需要、®はシェア・パラメータ、¹は財間の代替の弾
力性パラメータ、q は財 j の税込み価格、w は賃金率、r は利子率、Lは家計












なお、税込み価格 q と税抜き価格 pの間には、消費課税の税率 ¿ を通じて、次
の関係がある。
qj = (1 + ¿j)pj (4)
また、所得税負担額 T を以下のように定式化する。
Ti = ¿Y i(wLi + rKi ¡Di)¡Gi (5)
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ここで、¿Y は所得税率、D は所得控除額、Gは税額控除額である。
第二に、企業 j の利潤関数Πと CES型生産関数 Qを以下に定式化する。




















±j + (1¡ ±j)

±j(1 + ¿Kj)r


















Cj = (1 + ¿Lj)wLj + (1 + ¿Kj)rKj (10)
生産関数が 1次同次関数であることから、企業の利潤ゼロ条件により、税抜
き財価格 pは以下のように表現できる。
pj = (1 + ¿Lj)w
Lj
Qj




















ここで、右辺第 1項は消費課税の税収、第 2項は所得税の税収、第 3項は











なお、給付 B は税収 TRを再分配パラメータ ° によって家計にすべて分配さ
れると想定されている。すなわち、
PI
















































ここで、qB は税制改正前の税込み価格、qR は税制改正後の税込み価格、xB は
6) Musgrave and Musgrave（1980）にも解説があるが「差別的租税帰着」の考え方である。
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税制改正前の消費需要である。さらに、TRB を税制改正前の税収とすれば、ラ
スパイレス指数 LAS を用いて実質的に等税収となる税制改正後の税収 TRR
は以下のようになる。
TRR = LAS £ TRB (17)
4 Shoven and Whalley（1992）のシミュレーションの再現
前節で示された、家計、企業、政府の存在する応用一般均衡モデルについ
て、各種のパラメータと労働と資本の初期保有量を与えれば、一般均衡解を得
ることができる。表 1には、Shoven and Whalley（1984, 1992）が示した数
値例のパラメータと初期保有量の設定である。
この数値例では、富裕階級と貧困階級の 2つの家計（I = 2）、製造業品と非










αi,1 0.5 0.3 製造業品（j=1）の消費のシェア・パラメータ
αi,2 0.5 0.7 非製造業品（j=2）の消費のシェア・パラメータ
µi 1.5 0.75 財間の代替の弾力性パラメータ
γi 0.4 0.6 再分配パラメータ
L 25 0 労働の初期保有量





φ 1.5 2.0 技術進歩パラメータ
δ 0.6 0.7 ウェイト・パラメータ
σ 2.0 0.5 代替の弾力性パラメータ
備考）家計数は 2（I = 2）、企業数（財数）は 2（J = 2）である。
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表 2 　再現された Shoven and Whalley（1984, 1992）の数値例：課税前
企業 製造業品（j=1） 非製造業品（j=2）
数量 Qj 24.942 54.378
労働需要 Lj 26.365 33.634
資本需要 Kj 6.211 18.788
収入 pjQj 34.897 59.439
労働費用 wLj 26.365 33.634
資本費用 rKj 8.531 25.805
総費用 Cj 34.897 59.439
単位費用 Cj/Qj 1.399 1.093
家計 富裕階級（i=1） 貧困階級（i=2）
製造業品への消費需要 xi,1 11.514 16.674
非製造業品への消費需要 xi,2 13.428 37.704
可処分所得 Yi 34.336 60.000
労働所得 wL 0.000 60.000
資本所得 rK 34.336 0.000
市場 賃金率 w 利子率 r
要素市場の均衡価格 1.000 1.373
市場 製造業品（j=1） 非製造業品（j=2）
財価格 pj 1.399 1.093
　備考）Shoven and Whalley（1984, 1992）の数値例とは若干の誤差がある。
表 1のパラメータと初期保有量を用いて得られた一般均衡解の結果は、表 2
に示されている。Shoven and Whalley（1984, 1992）に示された数値例であ
るが、本稿のモデルで再現することができている。なお、労働を価値基準財と
して賃金率 w = 1として計算されている。
そして、表 2の数値例に対して、課税を導入する。製造業品や非製造品への
消費課税（それぞれの税率 0.2と 0.1）、給与税（税率 0.3）、所得税（税率 0.1）
を導入し、その税収を、2つの家計に給付として再分配する。表 2に計算結果






とすれば、製造業品の消費課税の税率は 0:20 + ¿C、非製造業品の消費課税の
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税率は 0:10 + ¿C=2となる。表 4には、計算結果を示しているが、こちらも
Shoven and Whalley（1992）の数値例を再現することができている。
以上のように、Shoven and Whalley（1984, 1992）の数値例を本節で再現
した。次節では、このモデルを改良することで、法人所得税の帰着と租税負担
の公平性について分析を行う。
表 3 　再現された Shoven and Whalley(1984,1992）の数値例：課税後ケース
税率 製造業品（j=1） 非製造業品（j=2）
消費課税の税率 τ 0.20 0.10
給与税の税率 τL 0.30 0.30
法人所得税の税率 τK 0.00 0.00
税率 富裕階級（i=1） 貧困階級（i=2）
所得税の税率 τY 0.10 0.10
企業 製造業品（j=1） 非製造業品（j=2）
数量 Qj 24.102 55.453
労働需要 Lj 25.617 34.383
資本需要 Kj 5.901 19.099
収入 pjQj 43.958 79.184
労働費用 wLj 25.617 34.383
資本費用 rKj 10.656 34.487
総費用 Cj 43.598 79.184
単位費用 Cj/Qj 1.824 1.428
家計 富裕階級（i=1） 貧困階級（i=2）
製造業品への消費需要 xi,1 12.369 20.344
非製造業品への消費需要 xi,2 11.733 35.109
可処分所得 Yi 59.026 80.826
労働所得 wL 0.000 60.000
資本所得 rK 45.143 0.000
市場 賃金率 w 利子率 r
要素市場の均衡価格 1.000 1.806
市場 製造業品（j=1） 非製造業品（j=2）
税抜き財価格 pj 1.823 1.428
税込み財価格 qj 2.189 1.571
政府 税収 TR 34.710
　備考 1）なお、G = D = 0 である。
　備考 2）Shoven and Whalley（1984, 1992）の数値例とは若干の誤差がある。
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表 4 　再現された Shoven and Whalley（1984, 1992）の数値例：実質的な
　 等税収のもとで給与税をゼロとして消費課税を加法的に増税するケース
税率 製造業品（j=1） 非製造業品（j=2）
消費課税の税率 τ 0.20＋0.50 0.10＋0.50/2
給与税の税率 τL 0.00 0.00
法人所得税の税率 τK 0.00 0.00
税率 富裕階級（i=1） 貧困階級（i=2）
所得税の税率 τY 0.10 0.10
企業 製造業品（j=1） 非製造業品（j=2）
数量 Qj 22.260 57.799
労働需要 Lj 23.960 36.044
資本需要 Kj 5.237 19.760
収入 pjQj 31.428 64.222
労働費用 wLj 23.960 36.044
資本費用 rKj 7.468 28.178
総費用 Cj 31.428 64.222
単位費用 Cj/Qj 1.412 1.111
家計 富裕階級（i=1） 貧困階級（i=2）
製造業品への消費需要 xi,1 10.217 19.239
非製造業品への消費需要 xi,2 12.043 38.561
可処分所得 Yi 48.365 79.073
労働所得 wL 0.000 60.000
資本所得 rK 35.650 0.000
市場 賃金率 w 利子率 r
要素市場の均衡価格 1.000
市場 製造業品（j=1） 非製造業品（j=2）
税抜き財価格 pj 1.412 1.111
税込み財価格 qj 2.118 1.389
政府 税収 TR 31.788
　備考）Shoven and Whalley（1984, 1992）の数値例とは若干の誤差がある。
5 モデルの改善と基準ケースの設定










































7) もちろん、家計数を 5 つより多くすることも可能である。Fullerton and Heutel（2010）や
Rausch and Schwarz（2016）は、10 分位で分析をしている。











ことから ¿ = 0:08とする。給与税については、社会保険方式を採用する日本
においては存在しないことから ¿L = 0:00とする。法人所得税は、法人税が該
当すると考えられることから当初の税率は ¿K = 0:30とする。所得税は現実
的には累進課税ではあるが、ここでは単純化して ¿Y = 0:10とする。これらの
想定は表 5にまとめている。
表 5 　各種のパラメータと初期保有量の設定
第 1分位 第 2分位 第 3分位 第 4分位 第 5 分位 合計
αi,1 0.30 0.35 0.40 0.45 0.5
αi,2 0.70 0.65 0.60 0.55 0.5
µi 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50
γi 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 1.00
L 6.00 9.00 11.00 14.00 20.00 60.00
K 1.00 2.00 3.00 7.00 12.00 25.00
税率 τ1 = 0.08 τ2 = 0.08 τL = 0.00 τK = 0.30 τY = 0.10
企業 1（製造品 j=1） 企業 2（非製造品 j=2） 公共財（j=3）
φ 1.5 2.0 1.75
δ 0.6 0.7 0.65
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次のように前節のモデルの一部を修正する。まず、j = 1は製造業品、j = 2
は非製造業品であることは前節のモデルと同じだが、j = 3として公共財を導
















については、製造業品（j = 1）と非製造業品（j = 2）のパラメータの中間の
値をとるものとした。以上の想定は表 5にまとめている。






























企業 製造業品 非製造業品 公共財
数量Qj 20.862 39.223 17.980
労働需要Lj 21.905 24.189 13.905
資本需要Kj 5.304 13.605 6.091
収入 pjQj 29.091 42.621 20.254
労働費用wLj 21.905 21.189 13.905
資本費用rKj 5.527 14.178 6.348
総費用Cj 29.091 42.621 20.254
単位費用Cj/Qj 1.394 1.087 1.126
法人所得税 τKrK 1.658 4.256 0.000
家計 可処分所得 Yi 製造業品消費需要 xi,1
非製造業品
消費需要 xi,2
第 1分位 6.338 1.155 3.918
第 2分位 9.976 2.134 5.762
第 3 分位 12.710 3.128 6.820
第 4 分位 19.166 5.337 9.482
第 5 分位 29.255 9.108 13.241
家計 所得税の負担 Ti 製造業品の消費課税の負担 τ1p1xi,1
非製造業品の消費
課税の負担 τ2p2xi,2
第 1分位 0.704 0.129 0.341
第 2分位 1.108 0.238 0.501
第 3 分位 1.412 0.349 0.593
第 4 分位 2.130 0.595 0.824
第 5 分位 3.251 1.016 1.151
市場 賃金率 w 利子率 r 税収 TR
要素市場の均衡価格 1.000 1.042 20.254
市場 製造業品 非製造業品 公共財
税抜き財価格 pj 1.394 1.087 1.126
税込み財価格 qj 1.506 1.174 1.126
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造業品と非製造業品の企業への法人所得税の税率は、基準ケースでは ¿K = 0:30
であるが、これを ¿K = 0:40に引き上げる。この結果を示したのが表 7である。
表 7のプラス（+）またはマイナス（¡）は、基準ケースと比較した場合の
数値の動きを示している。ケース 1は単純に法人所得税の税率 ¿K を増税する
場合であることから、税収 TRは増加し、公共財の生産は増加する。一方、製
造業品と非製造業品の企業の法人所得税の負担 ¿KrK は増加しているが、数

























表 7 　ケース 1（法人所得税増税 ¿K = 0:40）の分析結果
企業 製造業品 非製造業品 公共財
数量 Qj 20.445（－） 38.230（－） 19.225（＋）
労働需要 Lj 21.714（－） 23.696（－） 14.590（＋）
資本需要 Kj 5.018（－） 13.172（－） 6.810（＋）
収入 pjQj 28.673（－） 41.965（－） 21.335（＋）
労働費用 wLj 21.714（－） 23.696（＋） 14.590（＋）
資本費用 rKj 4.971（－） 13.049（－） 6.746（＋）
総費用 Cj 28.673（－） 41.968（－） 21.335（＋）
単位費用 Cj/Qj 1.402（＋） 1.098（＋） 1.109（－）
法人所得税の負担 τKrK 1.988（＋） 5.220（＋） 0.000
家計 可処分所得 Yi 製造業品消費需要 xi,1
非製造業品
消費需要 xi,2
第 1分位 6.292（－） 1.142（－） 3.848（－）
第 2分位 9.883（－） 2.105（－） 5.645（－）
第 3分位 12.574（－） 3.080（－） 6.672（－）
第 4分位 18.841（－） 5.223（－） 9.219（－）
第 5 分位 28.698（－） 8.894（－） 12.844（－）
家計 所得税の負担 Ti 製造業品の消費課税の負担 τ1p1xi,1
非製造業品の消費
課税の負担 τ2p2xi,2
第 1分位 0.699（－） 0.128（－） 0.338（－）
第 2分位 1.098（－） 0.236（－） 0.496（－）
第 3分位 1.397（－） 0.346（－） 0.586（－）
第 4分位 2.093（－） 0.586（－） 0.810（－）
第 5 分位 3.189（－） 0.998（－） 1.128（－）
家計 厚生変化 WCi 市場 均衡価格
第 1分位 －0.0265（－） 賃金率 w 1.000
第 2分位 －0.0292（－） 利子率 r 0.991（－）
第 3分位 －0.0312（－） 税収 TR 21.335（＋）
第 4分位 －0.0392（－） 社会的厚生の変化
SWC
－0.0364（－）
第 5 分位 －0.0411（－）
市場 製造業品 非製造業品 公共財
税抜き財価格 pj 1.402（＋） 1.098（＋） 1.109（－）
税込み財価格 qj 1.515（＋） 1.186（＋） 1.109（－）
も理由がある。本稿のモデルは、家計は保有する労働 Lと資本K を固定的に
供給しており、家計は内生的に数量を選択できない。生産要素市場において、
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表 8 　ケース 2 の分析結果（等税収下での所得税減税および法人所得税増税）
企業 製造業品 非製造業品 公共財
数量 Qj 20.661（－） 38.528（－） 18.682（＋）
労働需要 Lj 22.672（＋） 23.942（＋） 13.990（＋）
資本需要 Kj 4.981（－） 13.232（－） 6.787（＋）
収入 pjQj 29.057（－） 42.508（－） 20.510（＋）
労働費用 wLj 22.067（＋） 23.942（＋） 13.991（＋）
資本費用 rKj 4.784（－） 12.708（－） 6.519（＋）
総費用 Cj 29.057（－） 42.508（－） 20.510（＋）
単位費用 Cj/Qj 1.406（＋） 1.103（＋） 1.098（－）
法人所得税の負担 τKrK 2.205（＋） 5.858（＋） 0.000
家計 可処分所得 Yi 製造業品消費需要 xi,1
非製造業品
消費需要 xi,2
第 1分位 6.404（＋） 1.160（＋） 3.895（－）
第 2分位 10.047（＋） 2.136（＋） 5.710（－）
第 3分位 12.771（＋） 3.122（－） 6.739（－）
第 4分位 19.065（－） 5.274（－） 9.277（－）
第 5 分位 29.003（－） 8.967（－） 12.908（－）
家計 所得税の負担 Ti 製造業品の消費課税の負担 τ1p1xi,1
非製造業品の消費
課税の負担 τ2p2xi,2
第 1分位 0.557（－） 0.131（＋） 0.344（＋）
第 2分位 0.874（－） 0.240（＋） 0.504（＋）
第 3分位 1.111（－） 0.351（＋） 0.595（＋）
第 4分位 1.658（－） 0.593（－） 0.819（－）
第 5 分位 2.522（－） 1.009（－） 1.139（－）
家計 厚生変化 WCi 市場 均衡価格
第 1分位 －0.0083（－） 賃金率w 1.000
第 2分位 －0.0128（－） 利子率 r 0.960（－）
第 3分位 －0.0161（－） 税収TR 20.510（実質一定）
第 4分位 －0.0291（－） 社会的厚生の変化
SWC
─ 0.0245（－）
第 5 分位 －0.0322（－）
市場 製造業品 非製造業品 公共財
税抜き財価格 pj 1.406（＋） 1.103（＋） 1.098（－）











基準ケースの所得税の税率 ¿Y = 0:10を、ケース 2では ¿Y = 0:08とし、
(17)式のラスパイレス指数の意味で実質的な等税収となるように、法人所得税
の税率 ¿K を増税した。その結果、得られた法人所得税の税率は ¿K = 0:461
となった。基準ケースでは ¿K = 0:30であるから、16.1%ポイントの増税であ
る。シミュレーション分析の結果は表 8に示している。
表 8によれば、等税収の制約をかけたとしても、法人所得税の増税によっ
て、資本の収益率である利子率 w は低下する。法人所得税の負担 ¿KrK は増
加しているものの、製造業品と非製造業品の企業の数量 Q、労働需要 L、資本
需要 K、収入 PQ、総費用 C などの企業行動に、ケース 1と比較して、何ら
かの傾向があるわけではない。






























基準ケ スー資本所得 rK ケ スー 1実質資本所得 LAS× rK
ケ スー 2
実質資本所得 LAS× rK
第 1分位 1.042 0.999（－） 0.973（－）
第 2分位 2.084 1.998（－） 1.945（－）
第 3分位 3.127 2.997（－） 2.918（－）
第 4分位 7.295 6.992（－） 6.808（－）
第 5 分位 12.506 11.987（－） 11.671（－）
基準ケ スー労働所得 wL ケ スー 1実質労働所得 LAS×wL
ケ スー 2
実質労働所得 LAS×wL
第 1分位 6.000 6.050（＋） 6.076（＋）
第 2分位 6.000 9.075（＋） 9.114（＋）
第 3分位 11.000 11.092（＋） 11.139（＋）
第 4分位 14.000 14.117（＋） 14.177（＋）
第 5 分位 20.000 20.168（＋） 20.252（＋）





製造業品 1.394 1.402（＋） 1.406（＋）
非製造業品 1.087 1.098（＋） 1.103（＋）














るために、基準ケース、ケース 1，ケース 2の家計の実質租税負担額を図 2に
示した。ここで、家計の実質租税負担額とは、ラスパイレス指数 LAS で実質























































した Shoven and Whalley（1984, 1992）の応用一般均衡モデルを用い、法人
所得税が家計の所得分配と経済厚生に与える影響について考察した。
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